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のである
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よらない























































































































































































0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
れるとは限らない」






0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
集団的自衛権（を行使すること）はあり得ない」






（71）  Washington Post , January,19,1983.
（72）  National Security Decision Directive（NSDD ）on United States－Japan Relations,NSDD62,October,25,1982. 







0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
釈として集団的自衛権を行使することになるが，実際には日本が個別的自衛権を行使する
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
のと同じなので，集団的自衛権を行使するのではないこととした




















0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
で集団的自衛権の問題を解決するというのが，本当は筋
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
」であり，「誰か法制局長官が一人
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
辞表を出す格好で（集団的自衛権の行使に関する問題の解決を）やればいいんだ
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
」（78）と述べ
ているが，ここには，「個別的自衛権の範囲を拡大して集団的自衛権の行使に至らないよう
に解釈する作業が限界に達しつつある」という認識が示されていよう。
そして，このように曖昧な要素を抱えた解釈は，日米安保協力を軍事・非軍事の両面に
おいて，その後一層拡大する事態をもたらしたのである。
 （2015.1.22受稿，2015.2.20受理）
（75）  同上，26頁。
（76）  前掲書『戦後政治にゆれた憲法九条』184－185頁。
（77）  『朝日新聞』1996年9月2日。
（78）  前掲書『吉国一郎オーラルヒストリーⅠ』13頁。
─188─
〔抄　録〕
三木内閣から中曽根内閣にかけての期間中，法制官僚は，「自衛隊の活動は必要最小限の
範囲内で個別的自衛権を行使して日本の領域を防衛することに限定し，自衛及び自衛力の
範囲は個別の状況によって異なる」，「米国の核抑止力に日本の安全を委ね，核兵器を保持
しない政策を採る」，「集団的自衛権を行使しない範囲で米国と安全保障協力を強化すると
同時に，基地及び軍事技術の供与等で便宜を図る」という姿勢で答弁及びそれを裏付ける
法律・条約等の解釈に臨んだ。それは，「日本の防衛及びアジア太平洋（さらには中近東に
も及び得る）地域の安全保障に関する日米防衛協力」を強化・拡大しようとする日米両国
政府の思惑と軌を一にしていた。
しかし，法制官僚が，日本の安全保障活動を制限する際の指標として掲げた「必要最小
限」，「個別の状況」等の基準は，いずれも具体的な内容を伴わず，「日本に許される」安全
保障活動の範囲を限りなく拡大し得る余地を残していた。そして，このように曖昧な解釈
は，日米安保協力を軍事・非軍事の両面において，その後一層拡大する事態をもたらした
のである。
